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公募型プロポーザル方式に関わる手続開始のお知らせ 

 

次のとおり、提案書の提出を求めます。 

なお、本業務にかかる契約の締結は、当該業務に係る令和４年度予算が成立し、予算

が配当されることを条件とするものです。 

 

令和４年２月９日 

世田谷区 

 

１．業務の概要 

（１）件 名 

補助２６号線沿道池尻・三宿地区地区計画等策定支援業務委託 

（２）目  的 

東京都市計画道路幹線街路補助線街路第２６号線（以下、「補助２６号線」という 。）

は、品川区東大井一丁目から板橋区氷川町に至る延長約２２．４ｋｍの都市計画道路で

あり、補助２６号線の整備により 、「交通の円滑化と安全性の向上」、「地域の防災性の

向上」、「快適な歩行空間と自転車走行空間の創出」などの効果が見込まれている。 

世田谷区内を通る補助２６号線（幅員２０～３３ｍ、２車線）の池尻・三宿区間は、

令和４年度に完成予定で、本区東西方向の主要な交通路線である都市計画道路補助５２

号線から都市計画道路放射４号線を結ぶ路線であり、第一種中高層住居専用地域を主体

とした地域を縦断することから、今後、沿道の住環境等が大きく変わろうとしている。 

本業務は、池尻・三宿区間の都市計画道路整備事業の進捗を踏まえ、これまでに形成

されてきた住宅地としての良好な環境を維持するとともに、幹線道路沿道としての調和

のとれた新たな土地利用を誘導していくことを目的に、住民等とともに沿道街づくりに

取り組んでいくものである。 

（３）履行期間 

契約の日から令和７年３月２６日（水）まで（単年度契約） 

※委託契約は単年度ごとに行い、前年度の履行内容が良好と認められること、予算が

区議会で議決され配当されることを条件として翌年度の契約を行う。 

（４）対象区域（【別紙１】対象区域図 参照） 

補助２６号線沿道池尻・三宿地区 (都市計画道路境界線から沿道３０ｍの区域） 

（５）業務委託の内容 

＜令和４年度業務＞ 

① 基礎調査 

・基礎調査に係る関係資料等の収集及びそのまとめ 

・道路状況及び公共公益施設等の分布などの都市基盤の現況並びに土地建物利用状況

の調査 

② 市街地の課題と街づくりの方向性等の検討 
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・道路状況及び公共公益施設等の分布などの都市基盤の現況並びに土地建物利用状況

の調査や基礎調査等の情報を基に、地区の現況分析、市街地の課題の整理、街づく

りの方向性の検討をする。 

③ 懇談会の企画・開催支援 

・会の目的に応じた説明、配布資料の内容を検討・作成を行う。 

・会の開催支援を行い、議事要旨を作成する。 

・会出席者を対象としたアンケート調査を実施し、住民等の意向を把握する。 

・開催時期については担当課との協議による。 

・開催回数 １回程度 

④ 街づくり通信（広報紙）の作成、発送 

・「（仮称）補助２６号線沿道池尻・三宿地区街づくりニュース」（広報紙）の製作、

配布用封筒の製作、印刷及び配布を行う。 

・街づくり通信の製作・印刷 

ｉ）Ａ３版 両面２ページ程度 色上質 特厚口 白黒印刷 

 ⅱ）発行回数 1回程度 

※1回は⑤アンケートを含めたものとし、切り取り式の回答用葉書を刷り込

む。 

 ⅲ）印刷部数 各回約 1,600部 

※200部は窓口等案内用として区へ納品する。 

ⅳ）記事の主な内容 

アンケート、地区計画等に関する内容を掲載する。 

・配布用封筒の印刷 

ｉ）サイズ 長３ 縦型 

※「世田谷区からの大切なお知らせです」及び担当部署を印刷する。 

 ⅱ）印刷部数 

約 1,400部（アンケート兼ねる） 

（区域内全戸配布分＋区域外権利者あて郵送分） 

・配布方法 

 【地区内全戸配布】 

   街づくり通信を３つ折にし、配布先の各ポストに投函する。 

   ※専用封筒に入れる。封緘しない。 

【地区外地権者あて郵送】 

  広報紙を専用封筒に封入・封緘し、郵送先へ郵送する。 

  ※郵送料は今回委託に含むものとし、各回とも配布終了後、区担当者へ書面に

より実績報告する。 

ⅰ）配布対象 本対象地域全戸及び全土地建物権利者 

ⅱ）件数 

    【地区内全戸配布】約 1,200件 

【地区外地権者あて郵送】約 200件 

ⅲ）回数 1回程度 
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ⅳ）発送時期 第１回懇談開催前 

⑤ アンケート調査 

・アンケート作成、葉書による回収、集計、まとめ及び分析 

 ※④街づくり通信の発行の 1回で実施 

 ※地区外地権者への郵送料及びはがき回収に係る郵送料は今回委託に含むものと

する。 

⑥ 報告書の作成 

 

 ＜令和５年度業務＞ 

① 勉強会の企画・開催支援 

・各会の目的に応じた説明、配布資料の内容を検討する。 

・勉強会の資料作成を行う。 

・開催支援を行う。 

・議事要旨を作成する。 

・勉強会出席者を対象としたアンケート調査を実施し、住民等の意向を把握する。 

・開催時期については担当課との協議による。 

・開催回数 ３回程度 

② 街づくり通信（広報紙）の作成、発送 

・「（仮称）補助２６号線沿道池尻・三宿地区街づくりニュース」（広報紙）の製作、

配布用封筒の製作、印刷及び配布を行う。 

・街づくり通信の製作・印刷 

ｉ）Ａ３版 両面２ページ程度 色上質 特厚口 白黒印刷 

 ⅱ）発行回数 ３回程度 

 ⅲ）印刷部数 各回約 1,600部 

※200部は窓口等案内用として区へ納品する。 

ⅳ）記事の主な内容 

勉強会の実施の機会に合わせ、街づくり計画等に関する内容の街づくり通信 

を発行する。 

・配布用封筒の印刷 

ｉ）サイズ 長３ 縦型 

※「世田谷区からの大切なお知らせです」及び担当部署を印刷する。 

 ⅱ）印刷部数 

初回 約 1,400部 

（区域内全戸配布分＋区域外権利者あて郵送分） 

     2～3回 各回約 200部 （地区外権利者あて郵送分のみ） 

 

 

・配布方法 

 【地区内全戸配布】 

   街づくり通信を３つ折にし、配布先の各ポストに投函する。 
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   ※初回配布のみ専用封筒に入れる。封緘しない。 

【地区外地権者あて郵送】 

  広報紙を専用封筒に封入・封緘し、郵送先へ郵送する。 

  ※郵送料は今回委託に含むものとし、各回とも配布終了後、区担当者へ書面に

より実績報告する。 

ⅰ）配布対象 本対象地域全戸及び全土地建物権利者 

ⅱ）件数 

    【地区内全戸配布】約 1,200件 

【地区外地権者あて郵送】約 200件 

ⅲ）回数 ３回程度 

ⅳ）発送時期 勉強会前 

 

③ 街づくりの目標及び方針の提案 

 ・令和４年度実施した調査等を踏まえ、勉強会での住民等の意見を整理・反映しな

がら、街づくりの目標、方針を検討する。 

④ 上記①～③についての打合せ及び議事録の作成 

⑤ 報告書の作成 

 

 ＜令和６年度業務＞ 

① 懇談会の企画・開催支援 

・各会の目的に応じた説明、配布資料の内容を検討する。 

・懇談会の資料作成を行う。 

・開催支援を行う。 

・議事要旨を作成する。 

・懇談会出席者を対象としたアンケート調査を実施し、住民等の意向を把握する。 

・開催時期については担当課との協議による。 

・開催回数 ３回程度 

② 街づくり通信（広報紙）の発行 

・「（仮称）補助２６号線沿道池尻・三宿地区街づくりニュース」（広報紙）の製作、

配布用封筒の製作、印刷及び配布を行う。 

・街づくり通信の製作・印刷 

ｉ）Ａ３版 両面２ページ程度 色上質 特厚口 白黒印刷 

 ⅱ）発行回数 ３回程度 

※1回は③アンケートを含めたものとし、切り取り式の回答用葉書を刷り込む。 

 ⅲ）印刷部数 各回約 1,600部 

※200部は窓口等案内用として区へ納品する。 

 

ⅳ）記事の主な内容 

アンケート、懇談会の実施の機会に合わせ、アンケート結果、地区計画等に関

する内容を掲載する。 
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・配布用封筒の印刷 

ｉ）サイズ 長３ 縦型 

※「世田谷区からの大切なお知らせです」及び担当部署を印刷する。 

 ⅱ）印刷部数 

初回 約 1,400部（アンケート兼ねる） 

（区域内全戸配布分＋区域外権利者あて郵送分） 

     2～3回 各回約 200部 （地区外権利者あて郵送分のみ） 

・配布方法 

 【地区内全戸配布】 

   街づくり通信を３つ折にし、配布先の各ポストに投函する。 

   ※初回配布のみ専用封筒に入れる。封緘しない。 

【地区外地権者あて郵送】 

  広報紙を専用封筒に封入・封緘し、郵送先へ郵送する。 

  ※郵送料は今回委託に含むものとし、各回とも配布終了後、区担当者へ書面によ

り実績報告する。 

ⅰ）配布対象 本対象地域全戸及び全土地建物権利者 

ⅱ）件数 

    【地区内全戸配布】約 1,200件 

【地区外地権者あて郵送】約 200件 

ⅲ）回数 ３回程度 

ⅳ）発送時期 懇談会前 

③ アンケート調査 

・アンケート作成、葉書による回収、集計、まとめ及び分析 

 ※②街づくり通信の発行の 1回で実施 

 ※地区外地権者への郵送料及びはがき回収に係る郵送料は今回委託に含むものと

する。 

 ※アンケート調査の内容及び時期については担当課と協議して決定する。 

④ 地区の目標実現に向けた手法等の検討 

・前年度までの取り組みと、今年度実施する懇談会等での住民の意向等を踏まえ地

区の課題を解決するための街づくりの導入手法と事業スケジュールを検討する。 

⑤ 地区計画・地区街づくり計画等策定の具体案（準備案等）の検討 

・前年度までの検討結果や勉強会等から、地区の現状及び他の計画等の検討状況を

踏まえ、今年度実施する懇談会等を通じ、住民の意見を反映しながら、当該地区の

地区計画等の策定について、地区の目標と方針をまとめ住民等へ示すとともに、地

区整備計画を検討する。なお、作成の過程においては、以下の資料をまとめる。 

  ⅰ）庁内検討用資料 

  ⅱ）東京都等の関係機関との調整のための資料 

⑥ 上記①～⑤についての打合せ及び議事録 

⑦ 報告書の作成 

（６）成果品 
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成果品は以下のとおりとする。（各年度共通） 

① 報告書 ３部 

② その他、区担当者から指示があった資料 

③ 上記の電子データ（ＣＤ－ＲもしくはＤＶＤ-Ｒ） １枚 

・電子データについては、最新のソフトでウイルスチェックを行い、チェックした 

日付及び使用したソフトを記録媒体表面に記載すること。 

・成果品の著作権は世田谷区に帰属するものとする。  

 

２．プロポーザルに参加できる者の資格 

参加資格は、次に掲げる要件を全て満たす法人とする。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項（同条の１１

第１項において準用する場合も含む。）の規定に該当しないこと。また、同条第２項

による措置を現に受けていないこと。 

（２）世田谷区の競争入札参加者名簿に登録されていること。営業種目「都市計画・交通

関係調査業務」を有すること。 

（３）世田谷区から入札参加禁止又は指名停止（入札禁止）を受けている期間中でないこ

と。 

（４）都道府県民税・市町村税に滞納がないこと。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条第１項に基づく更正手続き開始

申立てまたは民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条第１項に基づく民

事再生手続開始の申立てをしていないこと。 

（６）平成２８年度以降に、都内区市町又は東京都近郊政令指定都市において、住民参加

（住民懇談会等の開催）を基本とした都市計画法等に基づく地区計画策定業務の受

託実績があること。 

（７）提出された書類の記載事項が虚偽でないこと。 

（８）個人情報保護に関する社内規定等が整備されていること。 

 

３．提案書の提出者を選定するための基準 

本件では、提出者の選定は行わず、参加資格の確認のみ行う。 

 

４．提案者の評価基準 

（１）一次審査（書類審査） 

① 企業実績 

② 予定技術者の業務実績等 

③ 業務の実施方針／業務の実施手法及び業務フロー 

④ 特定テーマに対する提案 

⑤ 業務実施体制 

⑥ 資料作成能力 

⑦ 工程計画 

（２）二次審査（ヒアリング） 
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① 専門性と技術力 

② 取り組み姿勢 

③ コミュニケーション力 

 

５．手続等 

（１）担当部課  

世田谷区世田谷総合支所街づくり課（担当：河合、圓福、浅倉） 

〒１５４－８５０４ 世田谷区世田谷４－２１－２７（世田谷区役所第１庁舎） 

電 話：０３（５４３２）２８７２  ＦＡＸ：０３（５４３２）３０５５ 

E-mail：SEA02202@mb.city.setagaya.tokyo.jp 

窓口受付時間（土、日、祝祭日を除く午前８時３０分から午後５時まで） 

（２）説明書の交付期間、場所及び方法 

① 期 間：令和４年２月９日（水）から令和４年２月２４日（木）午後５時まで 

② 交付場所及び方法 

・上記（１）にて窓口配布 

・世田谷区ホームページよりダウンロード  

世田谷区トップページ→くらしのガイド→住まい・街づくり・環境→ 

街づくり→世田谷総合支所管内の街づくり 

（３）参加表明書の提出 

① 期 限：令和４年２月１０日（木）から令和４年２月２４日（木）午後５時まで 

    （必着） 

② 場 所：上記（１） 

③ 方 法：持参（土、日、祝祭日を除く午前８時３０分から午後５時まで）又は郵送   

（宅急便、書留等、送達確認できるものに限る） 

（４）質問書の受付及び回答 

① 期間 令和４年２月９日（水）から令和４年２月２８日（月）午後５時まで（必着） 

② 方法 世田谷総合支所街づくり課宛に電子メールにより提出。 

街づくり課 E-mail：SEA02202@mb.city.setagaya.tokyo.jp 

・電話や窓口での質問には応じない。 

③ 回答方法 

参加資格が確認できた者からの提案書に関する質問事項について取りまと

めの上、令和４年３月８日（火）午後５時までに参加者全員に電子メールに

て回答する。 

 

 

（５）提案書等の提出日、提出場所及び方法 

① 期 限：令和４年３月８日（火）から令和４年３月２９日（火）午後５時まで 

（必着） 

② 場 所：上記（１） 

③ 方 法：持参（土、日、祝祭日を除く午前８時３０分から午後５時まで）又は郵送   

mailto:SEA02202@mb.city.setagaya.tokyo.jp
mailto:SEA02202@mb.city.setagaya.tokyo.jp
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（宅急便、書留等、送達確認できるものに限る） 

 

６．その他  

（１）手続きにおいて使用する言語及び通貨：日本語及び日本国通貨に限る。 

（２）契約保証金：免除  

（３）契約書作成の要否：要 

（４）当該業務に直接関連する他の業務の委託契約を当該業務の委託契約の相手先との随

意契約により締結する予定の有無：無 

（５）契約等について 

  ・審査の結果、評価合計点が第一順位の提案者を委託先の第一候補者として選定した

上で、令和４年度の委託業務内容の詳細及び仕様について協議を行い、区及び第一

候補者双方の合意に基づき契約を締結する。 

  ・委託業務の根拠となる都市計画事業の内容・スケジュールに変更が生じた場合、令

和５年度以降の契約を締結しないことがある。 

 ・本プロポーザルは、受託候補者の選定を目的とし、区は選定された提案書の内容に

拘束されないものとする。 

（６）区は、この案件に参加する意思を表明した者及び提案書を提出した者の商号又は名

称、提案書を特定した理由（審査結果等）を、公表することができるものとする。 

（７）参加表明書、提案書の作成、提出等、本プロポーザルに要する全ての費用は、提出

者の負担とする。 

（８）提案書等、提出した書類に虚偽の記載をしたことが判明した場合には、提出された

提案書等を無効とする。 

（９）選定されなかった者の提案書等の提出書類は、返却しない。なお、提出された提案

書等は、提案者に無断で本業務の目的以外で使用することはない。また、選定された

者の提案書等を公開する場合には、事前に提出者の同意を得るものとする。 

（10）提案書等の提出後は、原則として提案書等に記載された予定技術者の変更は認めな

い。ただし、予定技術者の死亡、病休、退職等のやむを得ない理由により変更を行う

場合には、同等以上の経験と実績を有する技術者であることを前提に、発注者の了承

を得なければならない。 

（11）事業者の募集において配布した書類は、本件の応募に係る検討以外の目的で使用す

ることはできない。 

（12）応募に当たり、知り得た情報については守秘義務を遵守すること。 
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【別紙 1】対象区域図 

 

    対象区域：三宿一丁目、二丁目及び池尻三丁目、四丁目の各一部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

池尻四丁目 

玉川通り 

池尻三丁目 

三宿二丁目 

三宿一丁目 

凡例 

：対象区域 

：補助 26 号線 

淡島通り 

沿道 30ｍの範囲 
（概ね） 

沿道 20ｍの範囲 
（概ね） 


